
 

日 薬 業 発 第 2 2 号 

令和５年４月 12 日 

都道府県薬剤師会 担当役員 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

副 会 長  森  昌 平 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 47） 

 

 

標記について、厚生労働省保険局医療課から別添のとおり連絡がありました

のでお知らせいたします。   

疑義解釈資料につきましては、令和５年４月３日付け日薬業発第２号（その

46）ほかにてお知らせしたところですが、今般、別添のとおり追加の疑義解釈

が示されました。 

取り急ぎお知らせいたしますので、貴会会員へご周知くださいますよう宜し

くお願い申し上げます。 

なお、これら資料につきましては、以下の URL から閲覧が可能なほか、本会

ホームページにも後日掲載予定であることを申し添えます。 

 

〇「令和４年度診療報酬改定について」 

厚生労働省ホームページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 

> 医療保険 > 令和４年度診療報酬改定について 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html 

 

 



事 務 連 絡 

令和５年４月５日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 47） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 

 



                  事  務  連  絡 

令和５年４月５日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 47） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示第 54 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和４年３月４日保医発 0304 第１号）等により、令和４年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義解釈資料を別添のとおり取りまとめたので、本事務連絡を確認の上、適切

に運用いただくようお願いします。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

              



請求－１ 

（別添） 

 

医科診療報酬点数表関係（費用請求） 

 

【注射薬】 

問１ 「ゾレア皮下注用 150mg、同皮下注 75mg シリンジ及び同皮下注 150mg シリ

ンジ」（以下、本製剤という。）について、「季節性アレルギー鼻炎（既存治療で

効果不十分な重症又は最重症患者に限る）」に用いる場合は、「本製剤の投与前

に、既存治療を行ってもコントロール不十分な鼻症状が１週間以上持続すること

を同一の医療機関で確認すること。」（「ヒト化抗ヒト IgE モノクローナル抗体製

剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う留意事項について」（令和元年

12 月 11 日付け保医発 1211 第２号））とされているが、本規定は、シーズンごと

の投与前に確認を求めるものではなく、当該医療機関において本製剤による治療

歴のない患者に初めて投与する際の規定と解してよいか。 

（答）差し支えない。 

 

【外用薬】 

問２ 湿布薬については、1処方につき 63 枚の上限枚数となっているが、ジクトル

テープ 75mg を「腰痛症、肩関節周囲炎、頸肩腕症候群及び腱鞘炎における鎮痛・

消炎」の目的で使用する場合も同取扱いの対象となるか。また、ジクトルテープ

75mg を含め、処方された湿布薬全体の合計上限枚数が 63 枚ということか。 

（答）そのとおり。本剤は、当該取扱いに該当している既存の製剤とは異なり、製剤

上の工夫により全身作用を有する経皮吸収型製剤であり、薬効分類が解熱鎮痛消

炎剤である。ただし、本剤は当該取扱いに該当する医薬品と同様の「効能又は効

果」も有している貼付剤であることから、「腰痛症、肩関節周囲炎、頸肩腕症候群

及び腱鞘炎における鎮痛・消炎」の目的で使用する場合は対象となる。また、医

師が疾患の特性等により必要性があると判断し、やむを得ず 63 枚を超えて投薬

する場合には、その理由を処方箋及び診療報酬明細書に記載することで算定可能

とすること。 

 また、「各種がんにおける鎮痛」の目的で使用する場合は、当該取扱いの対象と

ならない。 

 


